
大阪府門真市の取組について

取組の背景 本市では若年女性の転出超過や出生数減少が続き、令和６年には消滅可能性自治体

に該当するとの発表もなされた。生産年齢人口の減少により、市の主要産業である、

中小製造業は人材確保に苦慮している。新たな人材確保に取り組む企業もある一方

で、環境整備やノウハウの不足が課題となっている。

目指す姿 初年度は庁内プロジェクトを立ち上げ、企業と連携して施策の検討

や実証を行い、８年度以降に本格実施に取り組む。取組の継続的な

改善を図ることで地域における若者・女性の定着を促進する。

取組の内容

①当事者である女性を対象としたワークショップ等の開

催によりニーズを把握したうえで、経営者向け研修等

により、企業の意識改革を促進する。

②若者や女性が地域で活躍できる場を増やすため、企業

や高校等と連携し、インターンシップや工業見学

（オープンファクトリー）等、企業とのマッチング機

会を創出する。

担当：企画財政部企画課

当事者のニーズを踏まえた企業（市役所）の改革に中小製造業者とともに取り組み、若者や女性
が地域で活躍できる場を増やす。

本日重点的に説明する事項

①ワークショップで、まず当事者（女性）の生の声から

ニーズを把握した上で、経営者にフィードバックする

研修会を実施することで企業の意識改革を促進しよう

とする点

②インターンシップ・工場見学の実施による高校生等の

地域企業への関心向上を図る点

③一事業所としての市役所による取組への参加

Bブロック
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令和７年６月17日
地域ブロック会議

⼤ 阪 府 ⾨ 真 市
46



⼈ ⼝ ⾯ 積

鉄 道 駅

特 産 品

主 要 産 業

平⽅キロメートル
12.30 ⾨真

れんこん

製造業

115,630
令和７年６⽉１⽇現在

⼈

京阪電鉄 ５駅
⼤阪メトロ １駅

⼤阪モノレール １駅

⾨真市のご紹介

⾨真市について

⾨真市イメージキャラクター：元祖招き猫 ガラスケ 47



⾨真市の⼈⼝推移

国勢調査⼈⼝

6,706⼈

減

出典：国勢調査（各年10⽉１⽇現在）

（⼈）
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⾨真市の⼈⼝推移

若年⼥性⼈⼝の推移

出典：国勢調査（各年10⽉１⽇現在）
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⾨真市の⼈⼝推移

2015年以降の⼈⼝減少幅は⼤きく改善

（⼈）

国勢調査⼈⼝ 若年⼥性⼈⼝の推移

-3,503⼈

21.5%減

-1,152⼈

9.0%減

（⼈）

6,706⼈

減

21.5% 9.0%

出典：国勢調査（各年10⽉１⽇現在）
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若年⼥性⼈⼝の推移

2023年度では91⼈増 増加に転じる

2019

2020

2021

2022

2023

-209

-80

-128

-27

+91

転⼊・転出⼈⼝（20-39歳）

（⼈）
転出者数 転⼊者数

【速報値】

出典：住⺠基本台帳
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企業の⼈材不⾜

出典：国勢調査（各年10⽉１⽇現在）

潜在的就労層の存在

出典：⾨真市ものづくり産業振興計画策定に向けたアンケート調査（令和５年度）
※市内に事業所を構える事業者を対象にしたアンケート調査

出典：⾨真市⼦ども・⼦育て⽀援に関するニーズ等調査（令和５年度）
※就学前児童（０〜５歳）及び⼩学⽣の保護者を対象にしたアンケート調査

アンケート結果より
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岡山県の取組について

取組の背景 ・進学、就職期である10代後半～20代後半の転出超過が著しく、また、県外大学

新卒者のＵターン就職率、県内大学新卒者の県内就職率はともに低下傾向にある

など、若者・女性をはじめとする人材の還流・定着に課題がある。

・県内大学生の意識調査によると、就職・就業に求めることとして、「休暇や福利

厚生の充実」「やりがいと達成感」が多く挙げられている。

目指す姿 ・若者や女性が選び、定着し、活躍できる岡山県

・市町村や企業など多様な主体と連携し、おかやま創生を進める

取組の内容

＜県事業としての主な取組＞
①市町村と連携した人口減少対策事業

県と市町村でチームを結成し、若者や女性が住み続
けたくなる取組等を研究・検討

②企業経営者等との交流事業
・女性や大学生と企業の女性管理職等との交流会
・大学生・若手社員・経営者による、働き方改革等を

テーマとしたワークショップ等

③働きやすい・安心して子育てできる職場づくり
・企業表彰（おかやま子育てしやすい職場アワード）
・優良事例の横展開

④男性育児休業取得等促進事業

・男性社員の育休取得期間に応じた奨励金を企業に支給

・男女ともに育休を取得しやすい組織風土づくりのため

の経営層等向けセミナー

＜事業所としての主な取組＞
①県庁内保育施設 設置計画策定事業

②若手職員による施策立案・スモールステップ事業

担当：総合政策局地方創生推進室

市町村や企業等と連携しながら、「若者・女性にも選ばれる岡山県」を目指す

本日重点的に説明する事項

①人口減少対策を切り口として市町村と構成する「推進

チーム」によって取組内容を検討する点

②若手社員や大学生と企業経営者等の働き方改革等に関

する意見交換により、若い世代と経営層の意識ギャッ

プを埋めていく取組

Cブロック
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①市町村と連携した人口減少対策事業

■市町村で対応困難な課題について、県・市町村が連携し、解決策と事
業化モデルを開発。

（１５テーマを選定、延べ１１３市町村が参加）

■市町村間の情報・課題の共有や連携の促進、事業の自走化が図られ
た。 （例：天文・星空資源の活用による誘客促進、廃校施設の利活用）

地域課題解決⽀援プロジェクト（平成29年度〜令和６年度）

これまでの取組と成果

■更なる人口減少によって生じる本質的な課題への対応を検討すべき

■行政機能を維持する方策を検討したい など

今後の課題（市町村意見）

市町村と連携した⼈⼝減少対策事業（令和７年度〜10年度）

⼈⼝減少対策推進チーム 令和６年８⽉設置
県と市町村の実務担当者会議

〇市町村において、必要性を感じていてもまだ取り組めていない
課題について研究・実証実験が必要なアイデア等の実現を⽀援。
〇県内市町村・近隣県との取り合いにつながる課題は原則対象外

〇市町村において、必要性を感じていてもまだ取り組めていない
課題について研究・実証実験が必要なアイデア等の実現を⽀援。
〇県内市町村・近隣県との取り合いにつながる課題は原則対象外

テーマ︓「⼈⼿不⾜・⼈⼝減少によって⽣じる諸課題への対策
１年⽬ 調査・研究、２、３年⽬ 市町村事業の実施

テーマ︓「⼈⼿不⾜・⼈⼝減少によって⽣じる諸課題への対策
１年⽬ 調査・研究、２、３年⽬ 市町村事業の実施

若者の地元愛着⼼
の醸成

⼥性が住み続けたくなる
取組の検討

⾏政サービス機能
改善

地⽅創⽣推進室
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②企業経営者等との交流事業

【事業名】
若者と企業リーダーとの交流会（労働雇用政策課）

【事業概要】

・「若者」（学生や若手社員）と「企業リーダー」がこれからの就職活動、

働き方、人材育成などの関心事項をテーマに意見交換し、世代を超えた価

値観を共有することにより、若者の県内就職、定着率の向上を考える上で、

新たなヒントを得ることを目的。

【R6実績】

・交流会等を計５回実施

「若者」と「企業リーダー」との交流会 ３回

大学１年生を対象としたグループワーク １回

「企業リーダー」と首都圏の大学に進学した県内出身学生と

のディスカッション １回

・交流会リポートをHPに掲載
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宮崎県宮崎市の取組について

取組の背景 本市では、これから本格的な人口減少社会を迎えることに加え、就職や進学を機に

転出した多くの若者（特に女性）が戻っていない状況であるため、企業の人手不足

がさらに進むことが予想される。

目指す姿 若者と女性にとって魅力的な企業が増え、多くの若者（特に女性）

が宮崎市に戻っている。

取組の内容

・若者・女性が市外流出を続けている現状を共有するな

どのキックオフセミナーを経済団体や企業等を対象に

開催。

・市と経済団体、企業が一緒に若者や女性活躍に関する

先進地を視察。

・それぞれの経済団体や企業にお若者・女性に選ばれる

ために実践するアクションを検討するワークショップ

（３回程度）を開催。

・検討した取組を発表するセミナーの開催。

担当：総合政策部総合政策課

本日重点的に説明する事項

①キックオフセミナーで基礎的情報をインプットした上

で、市役所・経済団体・企業等がともに、先進地の視

察や、県内の先進企業から学ぶ機会を提供する点

②各経済団体・企業が実践するアクションを検討する形

のワークショップの開催の後、検討内容を発表するセ

ミナーの開催という連続した取組により、「聞いただ

け」でなく、行動変容に着実に結びつけようとする点

Cブロック
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共有
（６月27日）

学び
（7月17日∼7月19日）

実践
（10～１月）

参加者
商工会議所 青年会議所 商工会 市工業会 中小企業家同友会

事務局  会員企業 事務局  会員企業 事務局  会員企業

 市内経済団体の事務局
 と会員企業から人選

• 若者や女性活躍に関する先進地
を視察（豊岡市）

○豊岡市ワークイノベーシ
ョン推進会議の視察

○市担当課や企業との意見
交換・事例共有

• 10、11、12月にグループワー
クを３回実施し、若者と女性
に選ばれる企業づくりに向け
て、それぞれの団体や企業で
実践するアクションを検討

• １月には、検討結果の発表を
行うセミナーを開催

アクション

• それぞれの団体・企業でアク
ションを実施

これらの取組を年間を通した一連の取組として実施

• 若者・女性に選ばれる企業
が増加し、人材確保につな
がる。

成果

企画アドバイザー業務（企画推進支援）

※宮崎大学清花アテナDEI推進室  副室長※ 株式会社Will Lab代表取締役
※ 豊岡市ワークイノベーション推進会議アドバイザー

• プロジェクトの企画アドバイザー業務を「株式会社Will Lab」に委託

• 経済界に広く参加を呼び掛けて、
キックオフセミナーを開催

• 若者や女性が市外流出を続けて
いる現状（危機）を理解し共有

• セミナー終了後、下記参加者は
「学び」に向けた事前学習

事務局  会員企業 事務局  会員企業

宮崎市ICT企業
連絡協議会

事務局  会員企業

② 清水 鈴代氏が、経済団体との連携支援や各コーディネートを担う① 小安 美和氏が、企画アドバイザーやファシリテータを担う
【一部再委託】

【宮崎県宮崎市】令和７年度新規事業「若者と女性に選ばれる企業づくり推進事業」

経済同友会

事務局  会員企業
※宮崎市役所も一事業所

として参加
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取組参加自治体アンケート　集計結果

問４

（１）意見を聴くこととしているか

①行っている ②行う予定がある ③ともにない ④未検討
母数
（全自治体）

23 28 8 9 68
34% 41% 12% 13%

（２）（⑴で「はい」と回答した場合）意見を聴く対象者

①地域にいる若者
や女性

②地域で活動する
女性団体

③地域を離れ大都
市等で就職してい
る若者や女性

④Uターン・Iター
ンで地域に戻って
きた若者や女性

⑤その他

母数
（(1)で①又は②を
選択した者の合
計）

38 9 10 9 14 51
75% 18% 20% 18% 27%

貴自治体の取組において、職場の現状や職場改革の方向性について若者や女性から意見を聴くこととしていますか。
意見を聴くこととしている場合、対象者について御回答ください。

回答結果

回答結果

34%

41%

12%

13%

項番４（１）

①行っている

②行う予定がある

③ともにない

④未検討

38

9

10

9

14

①地域にいる若者や女性

②地域で活動する女性団体

③地域を離れ大都市等で就職している若者や女性

④Uターン・Iターンで地域に戻ってきた若者や女性

⑤その他

0 5 10 15 20 25 30 35 40

項番４（２）
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問５

【ⅰ．アンコンシャス・バイアスを対象とする取組について】

①調査・アンケー
ト等を通じた実
態・課題の可視化

②セミナー・ワー
クショップの開催
による企業等の気
づき・行動変容

③企業等への専門
人材の派遣

④働き方関係の各
種認定取得支援

⑤若者や女性の声
の集約と情報発信

⑥地域（学校教育
を含む）での変革
意識の醸成

⑦その他
⑧取組は予定して
いない

母数
（全自治体）

28 44 13 17 18 22 14 8 68
41% 65% 19% 25% 26% 32% 21% 12%

地方からの若年層の流出の要因として、地域の職場について、

i. 性別役割分担に関するアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）により、これから職場に入ってこようとする若者や女性にとって自身の能力が活かされないと感じさせる側面がある可能性

ii. ①の意識・職場風土から派生するものを含めた「働き方の課題」がある可能性

iii. 魅力的な職場である旨の情報発信が十分でない可能性

が考えられます。

このうち、ⅰ（アンコンシャス・バイアス）やⅱ（働き方の課題）に対し、貴自治体は令和７年度に行う取組を御回答してください。（複数回答可）

回答結果

28

44

13

17

18

22

14

8

①調査・アンケート等を通じた実態・課題の可視化

②セミナー・ワークショップの開催による企業等の気づき・行動変容

③企業等への専門人材の派遣

④働き方関係の各種認定取得支援

⑤若者や女性の声の集約と情報発信

⑥地域（学校教育を含む）での変革意識の醸成

⑦その他

⑧取組は予定していない

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

項番５【I】
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【ⅱ．「働き方の課題」を対象とする取組について】

①調査・アンケー
ト等を通じた実
態・課題の可視化

②セミナー・ワー
クショップの開催
による企業等の気
づき・行動変容

③企業等への専門
人材の派遣

④働き方関係の各
種認定取得支援

⑤若者や女性の声
の集約と情報発信

⑥その他
⑦取組は予定して
いない

母数
（全自治体）

28 50 26 23 13 16 2 68
41% 74% 38% 34% 19% 24% 3%

回答結果

28

50

26

23

13

16

2

①調査・アンケート等を通じた実態・課題の可視化

②セミナー・ワークショップの開催による企業等の気づき・行動変容

③企業等への専門人材の派遣

④働き方関係の各種認定取得支援

⑤若者や女性の声の集約と情報発信

⑥その他

⑦取組は予定していない

0 10 20 30 40 50 60

項番５【 II】
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問６

【ⅰ．「アンコンシャス・バイアス」を対象とした取組の場合】
（１）実施形式 （２）回数・頻度

回答結果

①行政や有識者等
からの企業への発
信（講演）形式

②双方向にやりと
りする形式

母数
（問５で【i】②を
選択した者の合
計）

単発 反復

母数
（問５で【i】②を
選択した者の合
計）

31 26 44 25 19 44
70% 59% 57% 43%

（３）各職場等へ持ち帰って実践する具体的な課題の提示と、その取組状況の確認 （４）若者や女性（団体を含む）の参画

あり なし

母数
（問５で【i】②を
選択した者の合
計）

あり なし

母数
（問５で【i】②を
選択した者の合
計）

16 28 44 34 10 44
36% 64% 77% 23%

回答結果

回答結果

（５で「②セミナー・ワークショップ」と回答した場合、）どのような形式で行う予定ですか。

＊同じⅰやⅱの中で複数の取組をされている場合は、その中で最も重点的な取組について御回答ください。

回答結果

31 26

0 10 20 30 40 50 60

項番６【I】（１）

①行政や有識者等からの企業への発信（講演）形式

②双方向にやりとりする形式

57%

43%

項番６【I】（２）

単発 反復

36%

64%

項番６【I】（３）

あり なし

77%

23%

項番６【I】（４）

あり なし
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（５）首長のコミットメント（例：企業等のトップに対する訴え） （６）対象者層（複数回答可）

あり なし

母数
（問５で【i】②を
選択した者の合
計）

経営者 管理職 人事担当者 若者や女性 その他

母数
（問５で【i】②を
選択した者の合
計）

19 25 44 31 32 30 28 9 44
43% 57% 70% 73% 68% 64% 20%

回答結果回答結果

43%

57%

項番６【I】（５）

あり なし

31

32

30

28

9

経営者

管理職

人事担当者

若者や女性

その他

0 5 10 15 20 25 30 35

項番６【I】（６）
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【ⅱ．「働き方の課題」を対象とした取組の場合】
（１）実施形式 （２）回数・頻度

①行政や有識者等
からの企業への発
信（講演）形式

②双方向にやりと
りする形式

母数
（問５で【ii】②
を選択した者の合
計）

単発 反復

母数
（問５で【ii】②
を選択した者の合
計）

37 33 50 28 22 50
74% 66% 56% 44%

（３）各職場等へ持ち帰って実践する具体的な課題の提示と、その取組状況の確認 （４）若者や女性（団体を含む）の参画

あり なし

母数
（問５で【ii】②
を選択した者の合
計）

あり なし

母数
（問５で【ii】②
を選択した者の合
計）

26 24 50 33 17 50
52% 48% 66% 34%

回答結果

回答結果 回答結果

回答結果

37 33

0 20 40 60 80

項番６【II】（１）

①行政や有識者等からの企業への発信（講演）形式

②双方向にやりとりする形式

56%

44%

項番６【II】（２）

単発 反復

52%
48%

項番６【II】（３）

あり なし

66%

34%

項番６【II】（４）

あり なし
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（５）首長のコミットメント（例：企業等のトップに対する訴え） （６）対象者層（複数回答可）

あり なし

母数
（問５で【ii】②
を選択した者の合
計）

経営者 管理職 人事担当者 若者や女性 その他

母数
（問５で【ii】②
を選択した者の合
計）

21 29 50 43 36 40 21 4 50
42% 58% 86% 72% 80% 42% 8%

（７）テーマ

採用・配属・職務
付与・昇進等にお
ける男女差等の
ジェンダーギャッ
プ関係

共働き・共育ての
支障となる働き方
の柔軟性関係

ハラスメントや心
理的安全性等の職
場風土関係

その他

母数
（問５で【ii】②
を選択した者の合
計）

26 35 14 16 50
52% 70% 28% 32%

回答結果 回答結果

回答結果

42%

58%

項番６【II】（５）

あり なし

43

36

40

21

4

経営者

管理職

人事担当者

若者や女性

その他

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

項番６【 II】（６）

26

35

14

16

採用・配属・職務付与・昇進等における男女差等のジェンダーギャップ関係

共働き・共育ての支障となる働き方の柔軟性関係

ハラスメントや心理的安全性等の職場風土関係

その他

0 5 10 15 20 25 30 35 40

項番６【II】（７）
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問７

【ⅰ．「アンコンシャス・バイアス」を対象とした取組の場合】

①庁内外で協力体
制を構築できない

②首長の理解が得
られない

③必要な予算が確
保できない

④地域企業などと
のコネクションが
ない

⑤地域企業などの
関心・賛同が不十
分

⑥若者や女性の声
を聴くことが難し
い（例：コネク
ションがない、ノ
ウハウがない）

⑦現状を把握する
ためのノウハウが
ない

⑧（無意識の思い
込みに課題設定を
している場合）意
識・行動変革をど
う行なったらいい
かわからない

⑨最適な情報発信
の方策がわからな
い

⑩その他
母数
（全自治体）

8 0 12 6 21 11 8 21 20 9 68
12% 0% 18% 9% 31% 16% 12% 31% 29% 13%

回答結果

各取組を進めるに当たっての課題と対応について、①～⑩を選択のうえで、右下の「課題内容」及び「対応内容」欄に具体的に御記載ください（複数回答可）。

＊複数回答される場合は、２つ目以降の「課題内容」及び「対応内容」は、本様式のシート「Sheet2」に設けている「課題内容」と「対応内容」の欄に回答を御記載ください。

8

0

12

6

21

11

8

21

20

9

①庁内外で協力体制を構築できない

②首長の理解が得られない

③必要な予算が確保できない

④地域企業などとのコネクションがない

⑤地域企業などの関心・賛同が不十分

⑥若者や女性の声を聴くことが難しい（例：コネクションがない、ノウハウがない）

⑦現状を把握するためのノウハウがない

⑧（無意識の思い込みに課題設定をしている場合）意識・行動変革をどう行なったらいいかわからない

⑨最適な情報発信の方策がわからない

⑩その他

0 5 10 15 20 25

項番７【I】

8 / 12

【記述欄での御記載内容（抜粋）】＊項番７（ⅰ・ⅱ）の選択肢⑤について 
① 佐野市
・ 転出抑制は10～20年後を見据えた喫緊の課題だが、地域企業との関心度にはギャップがある。
② 新潟県
・ 企業トップの意識・行動の変容を促すことが重要だが、企業からは目の前の経営課題が優先でなかなか手が回らないという
声もあること、手法がセミナーの開催等に限られることなどが課題。

③ 山梨県
・ 女性活躍・子育て応援の認定制度に対し県内企業を掘り起こして参画を促したい。また、当県がハブとなり実施する
女性活躍等に関する各種事業に多くの県内企業の参画を求めたいが参加状況が乏しい。

Aブロック
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【ⅱ．「働き方の課題」を対象とした取組の場合】

①庁内外で協力体
制を構築できない

②首長の理解が得
られない

③必要な予算が確
保できない

④地域企業などと
のコネクションが
ない

⑤地域企業などの
関心・賛同が不十
分

⑥若者や女性の声
を聴くことが難し
い（例：コネク
ションがない、ノ
ウハウがない）

⑦現状を把握する
ためのノウハウが
ない

⑧（無意識の思い
込みに課題設定を
している場合）意
識・行動変革をど
う行なったらいい
かわからない

⑨最適な情報発信
の方策がわからな
い

⑩その他
母数
（全自治体）

6 0 12 10 24 11 9 11 17 8 68
9% 0% 18% 15% 35% 16% 13% 16% 25% 12%

回答結果

6

0

12

10

24

11

9

11

17

8

①庁内外で協力体制を構築できない

②首長の理解が得られない

③必要な予算が確保できない

④地域企業などとのコネクションがない

⑤地域企業などの関心・賛同が不十分

⑥若者や女性の声を聴くことが難しい（例：コネクションがない、ノウハウがない）

⑦現状を把握するためのノウハウがない

⑧（無意識の思い込みに課題設定をしている場合）意識・行動変革をどう行なったらいいかわからない

⑨最適な情報発信の方策がわからない

⑩その他

0 5 10 15 20 25 30

項番７【 II】

9 / 12

【記述欄での御記載内容（抜粋）】＊項番７（ⅰ・ⅱ）の選択肢⑨について 
① 久慈市
・ 男女共同参画と同様に誤解を招きやすい分野であり、情報発信・実施方法について苦慮している。
② 秩父市
・ 例えば、庁内や地域の協議会等で女性のクオータ制について必要性に対し疑義が示される。
・ このため、男性社会に飛び込んで意見を言って欲しいと女性に依頼しても、自身の意見が響くと
思わないというリアクションがある。

・ よって、心理的安全性確保のノウハウや、意見を言いたい若者・女性に対しての最適な情報発信に課題。

Aブロック
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問７

【ⅰ．「アンコンシャス・バイアス」を対象とした取組の場合】

①庁内外で協力体
制を構築できない

②首長の理解が得
られない

③必要な予算が確
保できない

④地域企業などと
のコネクションが
ない

⑤地域企業などの
関心・賛同が不十
分

⑥若者や女性の声
を聴くことが難し
い（例：コネク
ションがない、ノ
ウハウがない）

⑦現状を把握する
ためのノウハウが
ない

⑧（無意識の思い
込みに課題設定を
している場合）意
識・行動変革をど
う行なったらいい
かわからない

⑨最適な情報発信
の方策がわからな
い

⑩その他
母数
（全自治体）

8 0 12 6 21 11 8 21 20 9 68
12% 0% 18% 9% 31% 16% 12% 31% 29% 13%

回答結果

各取組を進めるに当たっての課題と対応について、①～⑩を選択のうえで、右下の「課題内容」及び「対応内容」欄に具体的に御記載ください（複数回答可）。

＊複数回答される場合は、２つ目以降の「課題内容」及び「対応内容」は、本様式のシート「Sheet2」に設けている「課題内容」と「対応内容」の欄に回答を御記載ください。

8
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12

6

21

11

8

21

20

9

①庁内外で協力体制を構築できない

②首長の理解が得られない

③必要な予算が確保できない

④地域企業などとのコネクションがない

⑤地域企業などの関心・賛同が不十分

⑥若者や女性の声を聴くことが難しい（例：コネクションがない、ノウハウがない）

⑦現状を把握するためのノウハウがない

⑧（無意識の思い込みに課題設定をしている場合）意識・行動変革をどう行なったらいいかわからない

⑨最適な情報発信の方策がわからない

⑩その他

0 5 10 15 20 25

項番７【I】

8 / 12

【記述欄での御記載内容（抜粋）】＊項番７（ⅰ・ⅱ）の選択肢⑤について 
① 三重県
・ 企業に情報が届いてないと感じる。
② 福井県
・ 中小零細企業の経営者が、人材確保や生産性向上という将来のメリットよりも、「人材、設備、資金が少ない」、「企業
規模が小さく、余力がない」という点を意識する。

Bブロック
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【ⅱ．「働き方の課題」を対象とした取組の場合】

①庁内外で協力体
制を構築できない

②首長の理解が得
られない

③必要な予算が確
保できない

④地域企業などと
のコネクションが
ない

⑤地域企業などの
関心・賛同が不十
分

⑥若者や女性の声
を聴くことが難し
い（例：コネク
ションがない、ノ
ウハウがない）

⑦現状を把握する
ためのノウハウが
ない

⑧（無意識の思い
込みに課題設定を
している場合）意
識・行動変革をど
う行なったらいい
かわからない

⑨最適な情報発信
の方策がわからな
い

⑩その他
母数
（全自治体）

6 0 12 10 24 11 9 11 17 8 68
9% 0% 18% 15% 35% 16% 13% 16% 25% 12%

回答結果

6

0

12

10

24

11

9

11

17

8

①庁内外で協力体制を構築できない

②首長の理解が得られない

③必要な予算が確保できない

④地域企業などとのコネクションがない

⑤地域企業などの関心・賛同が不十分

⑥若者や女性の声を聴くことが難しい（例：コネクションがない、ノウハウがない）

⑦現状を把握するためのノウハウがない

⑧（無意識の思い込みに課題設定をしている場合）意識・行動変革をどう行なったらいいかわからない

⑨最適な情報発信の方策がわからない

⑩その他

0 5 10 15 20 25 30

項番７【 II】

9 / 12

・ 誰に情報を届けるべきかターゲット層が曖昧で不明確。
・ 発信の内容や形式がターゲットの興味・反応が得られないといったコンテンツの魅力不足。
・ 情報発信後の結果を分析する仕組みがなく、改善点が見えない。

② 大垣市
・ 共感を得ながら「自分ごと」として捉えてもらうための効果的な伝え方が不明。
・ 業種・業態・企業規模・属性によって課題が異なるため、一律の情報発信では効果が限定的になる恐れがある。
効果的なアプローチが知りたい。

【記述欄での御記載内容（抜粋）】＊項番７（ⅰ・ⅱ）の選択肢⑨について 
① 和歌山県

Bブロック
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問７

【ⅰ．「アンコンシャス・バイアス」を対象とした取組の場合】

①庁内外で協力体
制を構築できない

②首長の理解が得
られない

③必要な予算が確
保できない

④地域企業などと
のコネクションが
ない

⑤地域企業などの
関心・賛同が不十
分

⑥若者や女性の声
を聴くことが難し
い（例：コネク
ションがない、ノ
ウハウがない）

⑦現状を把握する
ためのノウハウが
ない

⑧（無意識の思い
込みに課題設定を
している場合）意
識・行動変革をど
う行なったらいい
かわからない

⑨最適な情報発信
の方策がわからな
い

⑩その他
母数
（全自治体）

8 0 12 6 21 11 8 21 20 9 68
12% 0% 18% 9% 31% 16% 12% 31% 29% 13%

回答結果

各取組を進めるに当たっての課題と対応について、①～⑩を選択のうえで、右下の「課題内容」及び「対応内容」欄に具体的に御記載ください（複数回答可）。

＊複数回答される場合は、２つ目以降の「課題内容」及び「対応内容」は、本様式のシート「Sheet2」に設けている「課題内容」と「対応内容」の欄に回答を御記載ください。
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9

①庁内外で協力体制を構築できない

②首長の理解が得られない

③必要な予算が確保できない

④地域企業などとのコネクションがない

⑤地域企業などの関心・賛同が不十分

⑥若者や女性の声を聴くことが難しい（例：コネクションがない、ノウハウがない）

⑦現状を把握するためのノウハウがない

⑧（無意識の思い込みに課題設定をしている場合）意識・行動変革をどう行なったらいいかわからない

⑨最適な情報発信の方策がわからない

⑩その他

0 5 10 15 20 25

項番７【I】

8 / 12

【記述欄での御記載内容（抜粋）】＊項番７（ⅰ・ⅱ）の選択肢⑤について 
① 島根県
・ 企業が取組の重要性をわかっていたとしても、物価・エネルギー価格高騰や米国関税措置、賃上げなど

喫緊の課題を多く抱えている中、人手も足りていない中小企業にとっては取組は後回しになってしまう。
中でも関心の低い企業に目を向けさせるのはハードルが高い。

② 唐津市

・ 他市でアドバイザーをされている方をお招きしフォーラムを行ったが、参加者の大半が男女共同参画の推進に携わって
いる人で、民間企業や商工団体からの参加が極端に少なかった

Cブロック
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【ⅱ．「働き方の課題」を対象とした取組の場合】

①庁内外で協力体
制を構築できない

②首長の理解が得
られない

③必要な予算が確
保できない

④地域企業などと
のコネクションが
ない

⑤地域企業などの
関心・賛同が不十
分

⑥若者や女性の声
を聴くことが難し
い（例：コネク
ションがない、ノ
ウハウがない）

⑦現状を把握する
ためのノウハウが
ない

⑧（無意識の思い
込みに課題設定を
している場合）意
識・行動変革をど
う行なったらいい
かわからない

⑨最適な情報発信
の方策がわからな
い

⑩その他
母数
（全自治体）

6 0 12 10 24 11 9 11 17 8 68
9% 0% 18% 15% 35% 16% 13% 16% 25% 12%

回答結果

6

0

12

10

24

11

9

11

17

8

①庁内外で協力体制を構築できない

②首長の理解が得られない

③必要な予算が確保できない

④地域企業などとのコネクションがない

⑤地域企業などの関心・賛同が不十分

⑥若者や女性の声を聴くことが難しい（例：コネクションがない、ノウハウがない）

⑦現状を把握するためのノウハウがない

⑧（無意識の思い込みに課題設定をしている場合）意識・行動変革をどう行なったらいいかわからない

⑨最適な情報発信の方策がわからない

⑩その他

0 5 10 15 20 25 30

項番７【 II】

9 / 12

・ 課単独での予算や人力では取組が困難

② 志布志市

・ セミナーを開催しても、女性が多く、また、人数も少ない。内容や対象者にもよるが、より広く市民や事業者に
参加してもらえるような具体的な方策（時間、曜日）が知りたい。

・ また、広報についても、市民等の目に留まるような視覚的に効果的なチラシを作成するノウハウもない。

【記述欄での御記載内容（抜粋）】＊項番７（ⅰ・ⅱ）の選択肢⑨について 
① 佐世保市

Cブロック

70



問８

①セミナー・ワー
クショップでは企
業の意識・行動は
変わらないと考え
るため

②政策資源（予
算・人員）が不足
しているため

③ノウハウや実行
できる人がないた
め

④その他

母数
（問５で【i】②及
び【ii】②を選択
していない者の合
計）

1 3 3 10 42
2% 7% 7% 24%

問９

問５における②セミナー・ワークショップを実施しない理由を御回答ください。（複数回答可）

回答結果

省略

1

3

3

10

①セミナー・ワークショップでは企業の意識・行動は変わらないと考えるため

②政策資源（予算・人員）が不足しているため

③ノウハウや実行できる人がないため

④その他

0 2 4 6 8 10 12

項番８
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問10

【ⅰ．アンコンシャス・バイアスを対象とする取組について】

①調査・アンケー
ト等を通じた実
態・課題の可視化

②セミナー・ワー
クショップの開催
による企業等の気
づき・行動変容

③企業等への専門
人材の派遣

④働き方関係の各
種認定取得支援

⑤若者や女性の声
の集約と情報発信

⑥地域（学校教育
を含む）での変革
意識の醸成

⑦その他
⑧取組は予定して
いない

母数
（全自治体）

14 43 10 18 18 22 15 1 68
21% 63% 15% 26% 26% 32% 22% 1%

回答結果

現時点において令和８年度においてどのような取組を実施予定ですか。

14

43

10

18

18

22

15

1

①調査・アンケート等を通じた実態・課題の可視化

②セミナー・ワークショップの開催による企業等の気づき・行動変容

③企業等への専門人材の派遣

④働き方関係の各種認定取得支援

⑤若者や女性の声の集約と情報発信

⑥地域（学校教育を含む）での変革意識の醸成

⑦その他

⑧取組は予定していない

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

項番10【I】
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【ⅱ．「働き方の課題」を対象とする取組について】

①調査・アンケー
ト等を通じた実
態・課題の可視化

②セミナー・ワー
クショップの開催
による企業等の気
づき・行動変容

③企業等への専門
人材の派遣

④働き方関係の各
種認定取得支援

⑤若者や女性の声
の集約と情報発信

⑥その他
⑦取組は予定して
いない

母数
（全自治体）

16 47 23 29 16 13 1 68
24% 69% 34% 43% 24% 19% 1%

回答結果

16

47

23

29

16

13

1

①調査・アンケート等を通じた実態・課題の可視化

②セミナー・ワークショップの開催による企業等の気づき・行動変容

③企業等への専門人材の派遣

④働き方関係の各種認定取得支援

⑤若者や女性の声の集約と情報発信

⑥その他

⑦取組は予定していない

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

項番10【II】
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各自治体における工夫の例

企業へのアプローチに関する課題

●関心の薄い企業の参加が見込めない

・中小企業における人的リソースの不足等の要因もあ

り、働き方改革や女性活躍等に関心の薄い企業の参

加が見込めない。

・アンコンシャス・バイアス等に係るセミナーを実施

しているが、参加者のほとんどが男女共同参画に携

わってきた人となっており、民間企業や商工団体の

参加が少ない。

・取組をスタートアップするに当たって、まずはどの

ようなメンバーを中心として取組を進めればよいか

悩んでいる。

●企業を集めるためのデータが必要

・アンコンシャス・バイアスがあるとそもそも課題感

が湧かない。企業等の賛同を得るためには全国的な

傾向ではなく地域の数字を使うなど自分事にするた

めのデータが必要だが、そのための企業アンケート

等を行うにはそもそも企業の賛同が必要。

●テーマ設定の工夫

・人材不足の解消や人材の定着など、企業が共通して

持っている課題の解消をメインテーマに据えること

で多くの企業へのリーチを図る。【栃木県】

・民間企業にとってメリットがある場で話を聞いても

らい、危機感を持ってもらう方法を検討。また「次

に、いつ、何をするか」のスケジュールと内容を明

確にすることで意識の継続を図る。【佐賀県唐津

市】

・取組のコアメンバーとして先進的な地元企業、市役所

に加え、地域の状況をよく理解している地元の金融

機関に参加してもらい、勉強会やワークショップを

通じて課題の共有や取組テーマの提案を行う。【山

口県】

●市が転出者調査を実施

・市が主導して転出者調査を行い、転出理由や雇用に

何を求めるかを明確化し、企業に提示することで企

業からの課題吸い上げに向けて地域企業の関心・賛

同を得ていく予定。【埼玉県秩父市】
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各自治体における工夫の例

●取組の必要性を企業に認識してもらう必要

・10代・20代の若年層の転出超過は地域の活力低下や

将来的な労働力不足につながるが、地域企業の関心

度との間にはギャップがある。

・中小企業が多く、また、経営者が中高年齢層である

こともあり、アンコンシャス・バイアスやジェン

ダーギャップそのものや、これらに起因して生じて

いる働き方の課題が存在していることが認知されて

おらず、結果として取組の必要性が理解されていな

い。

・すべての人が活躍できる地域づくりに向けて経営層

向けのセミナー、女性活躍・子育て応援にコミット

する県内企業の認定制度等を実施しているが、まだ

まだ県内企業の掘り起こしが必要。

●ロールモデルの紹介

・地元におけるキーパーソンやモデルとなるような企

業を発掘し、取組事例や取組企業の紹介を行うこと

で企業の関心を高めていく。【栃木県佐野市】

・市内企業で働く20代～30代の女性従業員を対象にアン

コンシャス・バイアス等をテーマとしたグループディ

スカッションを行った後、女性従業員の上司を対象に

同様のテーマでグループディスカッションを行い、現

状やジェンダーギャップに係る気づきを得てもらう。

【静岡県浜松市】

・セミナー等の事業実施に当たって、県内の企業団体な

どに働きかけ、会員企業への案内等の協力を求めてい

る。また、先進的な県内企業をロールモデルとして発

信することで理解促進を図っている。【山梨県】

情報発信に関する課題

●誰に情報を届けるべきか

・誰に情報を届けるべきか、ターゲット層があいまい

で不明確になっている。また、情報発信後の結果を

分析する仕組みがなく、改善点が見えない。

●若年層にリーチする情報発信が必要

・若年層の観点から知りたい情報を、若年層が利用す

る媒体で広く発信していく必要がある。

●ターゲット設定の工夫／情報発信後の分析

・参加企業の属性をペルソナ化（類型化）し、近い企業を

ターゲットとして情報発信するほか、発信後にアンケー

トやデータ分析ができるツールを使用。【和歌山県】

●若年層によるインタビュー・動画発信

・ジェンダーや多様性などに係る研修を受けた学生が

県内企業の経営者等にインタビューを行い、動画と

してまとめて県内外に広く発信。【山梨県】 75



各自治体における工夫の例

実施体制に関する課題

●単独での施策実行が困難

・若者・女性にも選ばれる地方に向け、セミナー等の

取組を実施したいが、市の財政状況を勘案すると令

和７年度予算の確保が困難。

●他自治体への横展開や取組の継続性が必要

・県が手挙げをして参加自治体になっているが、予算

面で県内の多くの市町村で取組を進めることが困難。

取組を持続可能なものにするためには、県内の好事

例を他市町村に横展開することや各市町村で自走な

可能な仕組みを構築することが必要。

●他部署への影響力・調整力の不足

・男女共同参画に関する業務を担当する部署は、庁内

他部署に対する影響力・調整力が大きくないことか

ら、庁内協力体制の構築が課題。

●他の自治体との連携

・令和７年度については追加予算を伴わない方法での

実施を予定しているほか、同様の取組を実施してい

る県との連携について検討する。【岩手県久慈市】

●講師人材の育成

・県がモデル事業の形で市町村において取組を展開、

その後は自走して進めてもらっている。また、各市

町村単位でワークショップ等が開催できるよう、今

年度、講師となる人材を育成するための講習会を開

催予定。【秋田県】

●組織の見直し

・男女共同参画に関する業務を地方創生担当部署であ

る企画課に移管。市の総合戦略・地方創生を担当す

る企画課が司令塔となることで庁内協力体制を構築。

・人口減少等の幅広なテーマを切り口として、部局横

断的なチームを構成し、施策推進の担当とする。

【埼玉県秩父市、岡山市】
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